
近年、ピロリ菌感染と胃がんとの因果関係が、疫学
調査や動物実験だけでなく、臨床研究においても明ら
かになりました。また、除菌治療を行うことによって
胃がん発生の危険性が減少し、さらに除菌治療を早い
時期に行うほど（感染期間が短いほど）胃がん発生の
抑制効果が高いことが判明しています。除菌治療を行
うべき時期については専門医の中でも議論があります
が、私たちは学校検診にピロリ菌検査を導入することが
有効な胃がん予防対策になると考え、2007年度より高
校生を対象としたピロリ菌検診を毎年行っています。

ピロリ菌感染症の学校検診への導入

長野県内の某高等学校の第２学年の生徒全員を対象
に、学校検診で提出される尿を用いてピロリ菌抗体検
査で一次検診を行っています。2007年度から2012年
度までの受診者総数で2652人中2641人（99.6％）と、
受診率は一般社会で行われている検診に比べてきわめ
て高い結果でした。表１は年度別のピロリ菌抗体の陽
性率を示しています。陽性率は年度によって多少差はあ
りますが、全体では2641人中116人（4.4％）でした。

一次検診陽性者は学校医を通じて本人と父兄に通知
し、医療機関への受診を勧めています。信州大学医学
部附属病院を受診した場合は、本人と父兄に対して十
分に説明した後、内視鏡検査を施行して培養法と鏡検
法を用いて二次検診（精密検査）を行っています。こ

れまで一次検診陽性者
116 人中のうち 60 人
が信州大学医学部附属
病院を受診し、二次検
診でも陽性であった症
例は49人（81.7％）で
した。ピロリ菌陽性者
49例中39例（79.6％）
に鳥肌胃炎（図a）を
認め、24例（49.0％）
に軽度の慢性萎縮性胃
炎の所見がありました。
また、十二指腸びらん
を4例（8.2％、図b）、
十二指腸潰瘍瘢痕を3例（6.1％）に認めました。

薬剤感受性試験の結果により抗生剤の種類を選択して
除菌療法を行ったところ、未判定例3人を除く46例は
いずれも１回の治療でピロリ菌の除菌に成功しました。

ピロリ感染症を全国の学校検診に導入

私たちの試算では、ピロリ菌の学校検診を全国に拡
大した場合、一次検診、二次検診、および除菌治療を
併せた費用は毎年約31億円必要です。ピロリ菌に感
染している人が一生のうちに胃がんになる確率は約
15％であることがこれまでの研究で判明していますの
で、将来胃がんになると予想される１学年当たりの人
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一次検診におけるピロリ菌陽性率表１

ピロリ菌感染症を全国の学校検診に導入した場合の費用対効果表２

ピロリ菌陽性者の内視鏡写真図

数は8,250人と推定されます。若年で除菌治療した場
合の胃がん発生抑制効果を80％と仮定すると、胃が
んが予防できる人数は6,600人と計算されます。１年
間に必要な検診の総費用が約31億円ですので、胃が
んの予防に必要な１人当たりの費用は約47万円と算
出されます。ちなみに胃集団検診で胃がんを発見する
のに必要な１人当たりの費用は約200万円といわれて
います。

今後の胃がん対策への提言

胃がんを撲滅するためには、中高年者に対する効率
的な胃検診（早期発見による死亡率の低下：二次予防）
と同時に、若年者に対するピロリ菌検診（胃がん発生
の予防：一次予防）を行うことが必要です。除菌治療
は胃がんだけでなく、消化性潰瘍やMALTリンパ腫な
どさまざまな疾病に対しても予防効果があり、医療経
済的立場からみても費用対効果に優れています。近年
の若年者におけるピロリ菌感染率の低下によって、ピ
ロリ菌検診を全国の学校検診に導入しても実現可能な
費用で行うことが可能で、今後公費を投入した対策を
とるべきであると考えています。

ａ．鳥肌胃炎 ｂ．十二指腸びらん



鳥取県では平成12年度から胃がん検診の一次検診
（対策型検診）に、間接および直接Ｘ線検診に加え内
視鏡検診を導入した。その受診者は年々増加し、平成
21年度は検診受診者の59.5％を占めた。今回われわ
れは、平成12年度から21年度のＸ線検診群と内視鏡
検診群を比較検討した。がん発見率はそれぞれ0.19％、
0.52％、早期がん率はそれぞれ67.5％、77.0％、１
㎝以下のがん発見率はそれぞれ9.1％、16.2％、内視
鏡切除率はそれぞれ19.4％、26.3％、病期Ⅰ期はそ
れぞれ75.4％、85.0％で内視鏡検診群が有意に高い
という結果を得た。
死亡減少効果をもたらす大きな要因の一つは、効率

よく早期がんを拾い上げることであるが、まず受診率
を上げることが最優先であり最重要であると考える。
本県では受診率増加による早期胃がん発見を重要課題
にあげ平成元年にかかりつけ医で任意の日時に受診で
きる施設検診（直接Ｘ線による胃がん検診）を導入し、
それまで20％以下であった受診率が平成6年度には
26.9％まで上昇し一定の成果を修めた。しかし、平成
7年度以降は再び減少傾向に転じた。その後平成12年
度に内視鏡検診を導入したことにより、平成15年度
は過去最高の27.9％を記録した。このことは内視鏡検
診が苦痛などの不利益を伴うものの診断能の高い検査
であることが検者、被検者に認知されている証である
と考えられる。
今回の集計結果から、発見胃がん中の早期胃がん率、
進行度など死亡率減少に寄与すると考えられる事項に
有意な差を認め、さらに、がん発見率は有意に高く、
部位ではＸ線検診の盲点となりやすい領域のがんが多
く、内視鏡治療の適応となりうる小さながんが有意に
多く発見されていることなど内視鏡検診はＸ線検診に
比べより感度の高い検診方法であると考える。ただし、
偽陰性例の進行がんでは内視鏡検診群に４型胃がんが
多く認められ、このことは内視鏡検診の課題の一つと
考える。
現在、本県の西部地区に属する米子市の累積生存率

の評価において、内視鏡検診はＸ線検診に比べ優位で
はないものの生存率が高いことなど次々に内視鏡検診
の有効性を検証した研究が報告されている。また、症
例対照研究では、厚生労働省「内視鏡による新たな胃
がん検診システム構築に必要な検診方法の開発とその
有効性評価に関する研究」班により、本県東部の鳥取
市、中部の倉吉市、西部の米子市と境港市の4市を対
象に,症例群,対照群の検診受診歴を比較して、内視鏡
検診の死亡率減少効果の検討が進行中であり、その結
果が期待されるところであり、胃がん内視鏡検診の死
亡率減少効果が明らかになるものと思われる。

鳥取県検診別胃がん発見率図２

検診別発見胃がん切除例の深達度表１

検診別発見胃がんの内視鏡治療例表２

検診別発見胃がんの進行度表３

鳥取県胃がん検診実績図１
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昨年は「感染症としての胃がん対策」を掲げ、NPO理事会では、厚生労働省研究班や

日本消化器がん検診学会の結論に対する反論としてパブリックコメントを発表し、多くの

みなさまの後押しのおかげで歩み続けることが出来たことに深く感謝している。

がん検診の年齢層だけでなく、若年層へのピロリ菌対策が重要と考えてきたが、そんな

理想の胃がん撲滅対策をすでに実践し、それを日本消化器病学会英文誌に発表している赤

松先生の実行力と先見性に対し敬意を表したい。研究としてはいわゆる「木を植えた人」

であるが、次の世代に森を残す仕事であることは間違いない。

昨今の診療現場では、胃内視鏡検査の胃Ｘ線検査に対する優位性は言うまでもない。画像のデジタル化やNBI、

FICE、そして最新のレーザーといった特殊光により診断の質は格段に進歩し、機器の小型化で生まれた経鼻内視鏡

は、受診者を苦痛から解放している。一方、胃がん検診の現場では、胃内視鏡検診がクリアすべき問題はまだ多く残

っている。昨年から欧米で開始された大規模で長期に渡る地道な研究のような、有効性評価のためのエビデンス構築

に向けた関連学会の努力はまだ十分ではなく、今後の展開に期待したい。鳥取県における胃内視鏡検診による胃がん

死亡率減少効果の検討が進んでいることは、一筋の光明である。

新年を迎え、引き続きNPO活動を通じてそれぞれの現場で一歩ずつ前進していく決意を新たにしている。 （M）

■

当機構は平成25年5月29日に認定NPO法人になり、寄附して下さる方には税制上の優遇措置がございます。
みなさまのご支援を何卒宜しくお願い申し上げます。

【会費】平成25年度（平成25年4月1日～平成26年3月31日）
賛助会員　（個人）1口3,000円1口以上（団体）1口30,000円1口以上　

☆お振込の際、ご親族・職場等、複数の会員様でまとめる場合は、お手数ですが払込取扱票の通信欄に全員の
お名前をご記入下さい。

■転居・所属変更・退会希望等は、お早めに電話・FAX・メールにて事務局までお知らせ下さい。


